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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

※掲載されている情報は、平成21年6月22日時点のものであり、
最新の情報については国土交通省HP等でご確認ください。



【１】 建設産業人材確保・育成推進協議会による大臣顕彰

１．設置及び活動目的

建設産業人材確保・育成推進協議会は、都道府県ごとの建設
産業人材確保・育成推進協議会（若年建設従事者入職促進協議
会）等の全国組織として平成５年８月に設置されたものであり、建
設産業への入職の促進にとどまらず、入職後の人材育成・活用・
定着等幅広い人材対策の総合的な推進を活動目的としている。

２．重点事項

「技術と技能に優れた人材が生涯を託せる産業を目指して」を

目標として、以下の内容に重点を置いた活動を実施する。

（１）人材の確保・定着に資する建設労働の社会的評価の向上

（２）教育訓練機会の確保と訓練効果の向上

（３）建設業退職金共済制度等の福利厚生制度の推進

（４）基幹技能者その他の資格制度の活用推進

３．人材協による人材育成・対策の大臣表彰

全国８ブロック(北海道・東北、関東甲信越、北陸、中部、近畿、
中国、四国、九州・沖縄)で公募した人材の確保・育成や雇用労
働条件の改善等に功績のあった企業のうち、優秀なものについ
て国土交通大臣顕彰又は総合政策局長を授与している。
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４．平成２０年度 大臣顕彰例

企業名： 株式会社下河原組（岩手県）
・ 建設業の仕事を正確に理解してもらうために、地
元の中学生を対象とした「イ ンターンシップ活動」を
実施。
・ 社員の資格取得費用に対する全額負担や一定の

資格取得後の手当支給、さらに社員の士気と生産
性の向上を高めることを目的とした表彰制度を設け、
社員の評価・処遇等を体系的に整備。
・ 次世代の子供達が一人でも多く、「将来、建設産

業に携わりたい」と感じてもらえるように、除雪ボラン
ティア等様々な地域活動に参画。

企業名：砺波工業株式会社（富山県）
・ ものづくりの素晴らしさを伝えるために中学生や

高校生を対象とした「インターンシップ活動」を実施し、
現場を通した建設業のイメージアップを推進。
・ 社員のやる気と努力の功績に応えるために、資格
取得費用に対する補助及び資格取得後の手当の

支給、さらに社員の能力向上や意識高揚を目的とし
た表彰制度を設け、社員の評価・処遇等を体系的に
整備。
・ 女性進出の機会を増やすとともに女性の雇用安

定を図るため、育児休業と介護休業の二つの制度
を制定。



【２】 建設技能者確保・育成モデル事業

【背景】

○建設業就業者の年齢構成をみると、50歳以上が4割(特に55歳以上が約3割）、30歳未満は年々低下→高齢化の急速な進展
○我が国の若手(15～29歳)労働人口が2015年までの10年間で300万人減少の可能性
○建設業における生産性の向上、建設生産物の品質の確保を阻害しないためには、建設技能者の確保・育成を図ることは重要
○専門工事業者は厳しい経営環境の中、人材の確保・育成に関する経費を削減

○現場における技能の消失により、建設生産物の品質の確保に支障を生ずるおそれ

【事業概要】

技能承継問題が顕著な業種を重点的に、専門工事業における女性技能者の確保・育成・活用、熟練技能者の活用や若年
者への技能承継等に資する先導的取組等をモデル的な取組として支援。
平成21年度は、モデル事業の対象を拡充し、平成20年度の取組も踏まえ建設技能の確保・育成に関する社会的仕組みの
構築を図る。
・平成20年度：元請下請連携による技能習得、女性等新たな担い手の活用
・平成21年度：女性技能者の確保・育成・活用、熟練技能者の活用や若年者への技能承継 等

モデル的取組のイメージ（案）

○熟練技能者の活用や若年者への技能承継を図る取組
・退職した高齢者を講師として活用する実践的指導等の取組や熟練技能者の指導方法の
確立に向けた取組
・地域ニーズに応じた若年者を確保するため技能承継手法の確立に向けた取組や若年者
の就職促進を図る取組 等

○女性技能者の確保・育成・活用を図る取組

・女性技能者が新たな技能を習得する手法の確立に向けた取組や女性の就職促進を図る
取組 等

○その他、技能承継の推進や技能者の確保・育成に資する先導的な取組
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の構築

現場を支える人材の能力開発を
促進し、建設産業の生産性の向
上、建設生産物の品質の確保に
寄与

・元請下請連携による技能承継等に関する取組や技能労働者の確保・育成に関する調査・
検討等の取組

・建設業団体等が建設業に関係する教育・訓練機関等と連携し、技能者の確保・育成を図る
取組 等 3



【２】 建設技能者確保・育成モデル事業

平成21年度「建設業人材確保・育成モデル事業（専門高校実践教育導入支援事業）」

地域の建設業界と専門高校（工業高校等）の連携による優秀な人材を確保・育成する仕組みを構築するこ
とを目的として、地域の建設業界、工業高校等、行政が協働して教育プログラムを開発・実証する地域に対し
支援。

平成21年度 実施事業地域一覧

長崎県立佐世保工業高等学校

長崎県立大村工業高等学校

長崎県立鹿町工業高等学校

長崎県教育委員会（社）長崎県建設業協会

兵庫県立東播工業高等学校

兵庫県立龍野実業高等学校

兵庫県立龍野北高等学校

兵庫県教育委員会（社）兵庫県建設業協会

新潟県立新潟工業高等学校

新潟県立新発田南高等学校
新潟県教育委員会（社）新潟県建築組合連合会

宮城県古川工業高等学校

宮城県白石工業高等学校
宮城県教育委員会（財）みやぎ建設総合センター
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群馬県立前橋工業高等学校

群馬県立高崎工業高等学校
群馬県教育委員会（社）群馬県建設業協会

栃木県立宇都宮工業高等学校

栃木県立今市工業高等学校

栃木県立真岡工業高等学校

栃木県教育委員会（社）栃木県建設業協会
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教育委員会建設業界

参加高校提案事業主体
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【３】 博士、技術士(総合技術監理部門)の評価・活用

○管理技術者の資格要件

管理技術者の資格要件の具体化

⇒ 主要３業務においては評価を行う具体的な資格要件を明示することにより、評価の透明性を図る。

● 主要３業務における具体的な資格要件

業務区分 必須資格 必要に応じて適用する資格等

土木コンサルタント
技術士（業務内容に応じた部門を明示）、
RCCM

博士（工学）
（博士の設定は、研究業務等高度な技術
検討や学術的知見を要する業務の場合に
限る。）

測量

地質調査
技術士（業務内容に応じた部門を明示）、
RCCM、地質調査技士

博士（工学・理学・学術）
（博士の設定は、研究業務等高度な技術
検討や学術的知見を要する業務の場合に
限る。）

（測量業務は測量法により測量士資格を必須としているため、選定時及び特定・入札
時の評価項目としない。）

標準設定資格
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【４】 優秀施工者の大臣顕彰(建設マスター)

１．優秀施工者国土交通大臣顕彰の趣旨

２．「建設マスター」は最高峰の技能者

＜建設マスターの顕彰基準＞

[1]技能・技術が優秀であること

[2]工事施工の合理化等に貢献していること

[3]後進の指導育成に努めていること

[4]安全・衛生の向上に貢献していること

[5]他の建設現場従業者の模範となっていること

３．選考方法

建設業者団体、都道府県及び国土交通省北海道開発局並びに地方整備局から推薦を受けた方につい
て、優秀施工者国土交通大臣顕彰審査委員会において審査・選考しています。

建設産業は、住宅・社会資本整備の直接の担い手として、国民生活の向上に重要な役割を果たす我が

国の基幹産業です。建設産業が良質な建設生産物を効率的に供給し、活力と魅力あふれる産業として発
展するためには、優秀な人材の確保・育成が必要不可欠となっています。そこで国土交通省では、現場の
第一線で「ものづくり」に直接従事している方の中から、特に優秀な技能・技術を持ち、後進の指導・育成
等に多大な貢献をしている建設技能者の方を対象として、平成４年より実施してきた優秀施工者建設大臣
顕彰を平成１３年度より「優秀施工者国土交通大臣顕彰」として継続し、今年度の実施で17回目となります。

建設マスター（優秀施工者国土交通大臣顕彰者）は、建設産業に従事している現役の技能者の中で、
第一線の現場作業に従事し、卓越した技能・技術を有している「ものづくりの名人」です。

＜職種＞
・アンカー工 ・石工 ・ウェルポイント工 ・ALC工
・解体工 ・ガラス工 ・機械器具設置工 ・軌道工
・橋梁特殊工 ・建設機械運転工 ・建設機械運転工(海上工事)
・鋼構造物工 ・コンクリート工 ・左官工 ・さく井工
・シールド工 ・しゅんせつ工 ・消防施設工 ・推進工
・潜函工 ・造園工 ・大工 ・タイル工
・建具工 ・注入工 ・鉄筋工 ・電気工
・電気通信工 ・道路標識設置工 ・土工 ・塗装工
・とび工 ・トンネル工 ・内装仕上工 ・熱絶縁工
・配管工 ・板金工 ・ブロック工 ・防水工
・ボーリング工 ・舗装工 ・屋根工 ・溶接工
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【５】 建設関連業者登録制度の概要について

業種 測量業者 建設コンサルタント 地質調査業者

根拠法
令等

測量法(昭和24年法律188号、業者登録昭和36
年法律106号追加)

建設コンサルタント登録規程（昭和52年建設省
告示717号)

地質調査業者登録規程（昭和52年建設省
告示718号)

規制の
性格

法律による規制（登録がなければ測量業を行う
ことは不可)、
登録制（有効期間５年）

任意の制度（登録がなくても建設コンサル
タントを行うことは可）、登録制（有効期間
５年）

任意の制度（登録がなくても地質調査業を
行うことは可）、登録制（有効期間５年）

目的

国若しくは公共団体が費用の全部若しくは一
部を負担し、若しくは補助して実施する土地の
測量又はこれらの測量の結果を利用する土地
の測量について、その実施の基準及び実施に
必要な権能を定め、測量の重複を除き、並び
に測量の正確さを確保するとともに、測量業を
営む者の登録の実施、業務の規制等により、
測量業の適正な運営とその健全な発達を図り、
もつて各種測量の調整及び測量制度の改善
発達に資すること（測量法第１条）

建設コンサルタント登録規程に定める登録要
件に該当する専門的な知識及び技術を有する
建設コンサルタントについて、建設省に備える
建設コンサルタント登録簿に登録することによ
る、個々の建設コンサルタントの業務内容を公
示し、これらの建設コンサルタントを利用する
依頼者の便宜に供するとともに、併せて建設コ
ンサルタントの発達助長に資する。（昭和52年
建設経済局長通達）

地質調査業者登録規程に定める登録要件
に該当する専門的な知識及び技術を有す
る地質調査業者について、建設省に備える
地質調査業者登録簿に登録することによる、
個々の地質調査業者の業務内容を公示し、
これらの地質調査業者を利用する依頼者
の便宜に供するとともに、併せて地質調査
業者の発達助長に資する。（昭和52年建設
経済局長通達）

登録に
関する
実質的
要件

営業所ごとに測量士(技術者として基本測量・
公共測量に従事する者)を１名以上置くこと（法
第55条の13）

登録する部門毎に専任の技術管理者を置くこ
と（規程第3条1項1号）
建設コンサルタント業務を履行するに足りる財
産的基礎又は金銭的信用(資本金500万円以
上かつ自己資本1,000万円以上）を有すること
（同2号）

専任の技術管理者を置くこと（規程第3条1
項1号）
営業所毎に専任の現場管理者を置くこと
（同2号)
地質調査業務を履行するに足りる財産的
基礎又は金銭的信用(資本金500万円以上
かつ自己資本1,000万円以上）を有すること
（同3号）

登録後
の義務

変更等の届出、財務に関する書類の提出、登
録に関する情報の閲覧

変更等の届出、現況報告書（財務に関する書
類を含む。）の提出、登録に関する情報の閲覧

変更等の届出、現況報告書（財務に関する
書類を含む。）の提出、登録に関する情報
の閲覧

業者の
監督

営業停止（６月以内）、登録取り消し（２年間の
再登録の禁止）、行政上の指導

登録消除（２年間の再登録の禁止）、行政上の
指導

登録消除（２年間の再登録の禁止）、行政上
の指導 7



【６】 発注者に対する研修（例：建設技術講習会）の活用
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【７】 地方公共団体向け総合評価実施マニュアル

平成20年度総合評価方式等導入支援事業
公共工事における総合評価方式の導入に取り組む市区町村、総合評価方式の導入支援に取り組む都道
府県・市区町村を対象として、総合評価方式等導入支援事業を実施。

支援メニュー
○市区町村向け
・ 都道府県や都道府県技術センター、民間建設コンサルから技術者

の派遣を受けるために必要な費用
・ 市区町村による実務的な検討に必要な費用（規程の整備等に必要

なコンサル等への業務委託費等
・ 学識経験者からの意見聴取に必要な経費（委員等旅費、謝金等）
・ 総合評価方式の導入資料（マニュアル、DVD等）の提供
○都道府県向け
・ 市区町村に対する技術者の派遣経費（旅費・日当等）
・ 学識経験者からの意見聴取の共同実施に必要な経費（委員等旅

費、謝金等）
・ 総合評価方式の普及・啓発のための講習会、研修会等の開催経費

（会場借料、資料費等）
・ 総合評価方式の普及・啓発のための資料の作成・配布費用

○この他に、発注方式を全面的に改善しようとする団体が行うコンサ
ル等への業務委託費用も支援。
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【８】 地域要件、地域精通度の評価・活用

プロポーザル方式及び総合評価落札方式における地域要件、地域貢献度等の採用方針につい
て検討

地域要件 地域貢献度
（企業評価）

地域精通度
（技術者評価）

プロポーザル方式 × × ○
（選定時、特定時）

総合評価落札方式 ○
（業務実施可能者
数を勘案）

○
（指名時）

○
（指名時、入札時）

価格競争方式（簡易公募） ○
（業務実施可能者

数を勘案）

○
（指名時）

○
（指名時）

→ プロポーザル方式では、原則として地域要件を設定しない。地域貢献度は評価しない。地域精通度は技術者評価（選定、
特定段階）及び実施方針（特定段階）の中で実施する。

→ 総合評価落札方式においては、業務実施可能者数を勘案した上で、必要に応じて地域要件を設定する。地域貢献度は
災害協定等の締結状況を勘案して、必要に応じて企業の評価（選定段階のみ）の指標とする。地域精通度は技術者評価
（選定、入札段階）の指標とする。

⇒ 地域要件、地域貢献度等の評価方針を明確化することにより、評価の透明性を図る。

⑥地域要件、地域貢献度、地域精通度の設定

⇒ 測量、地質調査・作業等と伴う業務においては、これらを円滑に実施できることが品質確保の
面から重要であることから、地域精通度による評価を積極的に活用することを明記。
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【９】 調査・設計業務の低入札対策

低入札調査基準価格以下の入札に対して品質確保の観点から追加調査をするなどの効果のあ
る低入札対策について検討

⇒ 低入札による業務の実施が品質低下となる恐れがあることから、業務執行体制の強化の義務
づけを図る。

低入札による受注低入札による受注

業務の品質管理
体制が不備？

・技術者に対する適正な報
酬が支払われない？

・サービス残業を強いる？

赤字受注が他の業務
の執行に要影響？

現地調査に関する
安全対策が不備？

・第三者照査の
義務づけ

⇒ 全業務へ拡大

誓約書の提出

・技術者への適正な報酬の支払い

・他の業務の適正な執行を妨げない等

総合評価方式における技術評価点の減点

・低入札業務を実施している管理技術者、
担当技術者が配置技術者となって参加し
た場合

管理技術者等の強化

・手持ち業務量の制限強化

・担当技術者の強化

・測量・地質調査業務な
どの外業の現地履行確
認体制の強化等

これまでの
対策

追加対策

業務完了後、履行調査を実施し、誓約書に反した場
合は、成績評定を減点する。

・入札価格の内訳書の
明細書及び技術経費等
の内訳書の提出

発注者の品質管
理体制の強化を
強いる？

表彰の制限

・低入札により受注した
業務を表彰の対象外に

低入札による受注低入札による受注

業務の品質管理
体制が不備？
業務の品質管理
体制が不備？

・技術者に対する適正な報
酬が支払われない？

・サービス残業を強いる？

・技術者に対する適正な報
酬が支払われない？

・サービス残業を強いる？

赤字受注が他の業務
の執行に要影響？
赤字受注が他の業務
の執行に要影響？

現地調査に関する
安全対策が不備？
現地調査に関する
安全対策が不備？

・第三者照査の
義務づけ

⇒ 全業務へ拡大

誓約書の提出

・技術者への適正な報酬の支払い

・他の業務の適正な執行を妨げない等

誓約書の提出

・技術者への適正な報酬の支払い

・他の業務の適正な執行を妨げない等

総合評価方式における技術評価点の減点

・低入札業務を実施している管理技術者、
担当技術者が配置技術者となって参加し
た場合

総合評価方式における技術評価点の減点

・低入札業務を実施している管理技術者、
担当技術者が配置技術者となって参加し
た場合

管理技術者等の強化

・手持ち業務量の制限強化

・担当技術者の強化

・測量・地質調査業務な
どの外業の現地履行確
認体制の強化等

これまでの
対策

これまでの
対策

追加対策追加対策

業務完了後、履行調査を実施し、誓約書に反した場
合は、成績評定を減点する。

・入札価格の内訳書の
明細書及び技術経費等
の内訳書の提出

発注者の品質管
理体制の強化を
強いる？

発注者の品質管
理体制の強化を
強いる？

表彰の制限

・低入札により受注した
業務を表彰の対象外に

これまでの対策
（H20.12)

追加対策
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【９】 調査・設計業務の低入札対策

国土交通省直轄の建設コンサルタント業務等の業種別平均落札率推移（H14～H20）

80.8%

78.2%

73.0%

92.1%

86.5%

88.7%

87.7%

84.1%
83.4%

77.0%

89.1%

75.6%

83.6%

78.9%
80.7%

83.5%

82.5%

87.3%

82.6%
81.3%

83.6%

83.1%

89.1%

78.7%

81.1%82.7%

83.7%
83.3%

70%

75%

80%

85%

90%

95%

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

年度

平
均
落
札
率

測量 土木 地質 ３種合計

※　８地整における予定価格１千万円以上の競争入札による業務が対象（港湾空港は除く）。数値は速報値
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（参考）建設コンサルタント業務等における低入札対策

○平成19年4月より、予定価格が1000万円を超える競争入札の案件を対象に、低入札価格調査制度を導入。

○調査基準を下まわる入札があった場合は、入札を留保して低入札価格調査を実施。
主な調査内容：低入札の理由、入札価格の内訳書、履行体制、過去に受注した業務及び成績状況等。

○適切な履行がなされないおそれがある場合は、その者を落札者とせず、次順位者との手続きに移行。

（１）低入札価格調査制度の導入

（２）業務コスト調査の実施

○平成20年4月より、低入札価格調査制度の調査基準価格を下回る価格をもって契約した業務を対象に実施。

○受注者は、業務完了後に完成業務原価や受注業務の売上総利益（損失）及び営業利益（損失）の実態等、業務コスト構
造を詳細に把握できる資料を提出する。

○業務コスト調査の結果、低入札案件において

・赤字受注の傾向が確認され、品質確保に懸念 → 新たな低入札対策の導入を検討

・黒字受注の傾向が確認され、品質確保の問題なし → 積算基準の見直し

【９】 調査・設計業務の低入札対策

13



【９】 調査・設計業務の低入札対策

①入札契約制度に関する課題

調査・設計における総合評価落札方式の更なる拡大（Ｈ20年度実施件数の5倍を目標）を実現するため、
以下の課題について検討を行う。

１） 実施手順の見直しによる業務の効率化、簡素化については、比較する事例が少なかったことから、平成
21年度にいくつかの試行を行った上で検討する。

２） 評価項目、評価テーマ数の精査については、平成21年度に更に実施例を積み重ねた上で検討する。
３） 設計共同体の活用について検討を行う。

②低入札対策

１）業務コスト調査の実施・分析

かかった費用（コスト）と業務成績、利益の発生状況等を調査する「業務コスト調査」を実施しているところ（約
1,000件超）であり、早急にデータの分析・評価を行った上で必要な対策を講じる。

２）低入札追加対策の検討

しかしながら依然として厳しい低入札状況に直面しており、当面の措置として更なる緊急的な低入札対策の
実施について検討を行う。
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【１０】 建設業と地域の元気回復助成事業

地域の中小・中堅建設業者が、その保有する人材、機材やノウハウ等を活用し、農業、林業、福祉、環境、観光等の異業種と
の連携等により、建設業の活力の再生、雇用の維持・拡大や、地域の活性化を図るため、連携事業に関する検討や試行的実
施に当たって必要となる経費を助成。

※協議会の構成員は以下の通り

◎建設産業団体 ◎地方公共団体

○農協、森林組合、社会福祉協議会、観光協会 等の関係団体

△３社以上の中小・中堅建設企業 △その他必要と認める者
（◎、○は必須メンバー（○は地域に適切な団体がない場合は不要）、△は任意）

協議会

・地域での連携に向けた合意形成

・専門家による指導、職員の研修

・連携事業の実施に当たっての障害除去、資機材の確
保・活用、立ち上げ支援

・販路開拓、広報

・連携事業の試行的実施

・地域建設業の活性化方策

・その他

連携事業の実施等による地域建設業の活性化

建設業と地域の元気回復建設業と地域の元気回復

国 （事業資金は（財）建設業振興基金より助成） 事業のポイント

◆ 事業実施期間は最長で平成２３年２月まで

１協議会当たりの助成金の上限額は２，５００万円で、希望に
より概算払で助成を受けることもできます（あらかじめ精算払
か概算払かのどちらかを選ぶ必要があります。）。

◆ 必要となる機械・器具類の導入も可能です

助成総額の原則１／４以内で可能です（ただし、取得した財
産等の処分には一定の制限が課せられます。）。

第１次募集で選定された場合、最長で約１年８ヶ月にわ
たって事業に取り組むことができます。

◆ １協議会当たり２，５００万円を上限に助成します
（概算払により助成を受けることも選択可能）

◆ 協議会には「事業管理者」が必要です

助成金の交付申請、資金管理等の責任者として、協議会に
事業管理者（法人格を有する建設産業団体又は地方公共団
体のいずれか。）を置く必要があります。

◆ 第１次募集は３月２６日（木）～５月２５日（月）まで

第１次募集では、概ね１００件程度を選定予定です。また、
今年夏～秋にかけて二次募集を実施する予定です。
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【１０】 建設業と地域の元気回復助成事業 （応募中）
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【１１】 我が国建設業の国際競争力の強化

海外建設工事等に必要な技術やノウハウ
を有する人材の安定的な確保が必要

・ 海外建設市場は、アジア、中東等の大きなインフラ需要等を背景に拡大してい
る。（07年度は２年連続過去最高額を更新、約1.7兆円を記録）

我が国建設業の国際競争力の強化を推進

地方・中小企業の海外進出支援JAPAN建設ブランドの普及への支援

○
・ 基本方針2008や経済成長戦略大綱において、建設業について、国際展開を
支援し、国際競争力のある成長分野とすることが求められている。

建設業の国際展開への人材確保支援

JAPAN建設ブランドの普及による
我が国建設業のプレゼンス強化が重要

海外ビジネスのノウハウ等が不足する
地方・中小建設企業を支援が必要

建設業における海外マーケットの持続的な拡大を受け、基本方針２００８等を踏まえて、建設業を国際競争
力ある成長分野とすべく、我が国建設業の国際展開への支援を抜本的に強化する。

メメ ーー ドド イイ ンン ジジ ャャ パパ ンン 戦戦 略略 展展 開開 のの 必必 要要 性性 海海 外外 建建 設設 市市 場場 のの 重重 要要 性性

我が国建設業の国際展開には、技術力や高品
質・工程管理等の強みや国内外の施工実績を、
進出国の政府高官や将来の発注者や地元関連
業界等に対して幅広く認知させることが必要

・トップセールスの実施

・官民合同ミッションの派遣

・国際見本市への参加 等

プレゼンス強化策の実施

国内市場の縮小に伴い、我が国の地方・中小建
設企業は体質強化が急務。こうした中で、自社
の保有する優れた建設技術を活かした海外進
出も重要な選択肢であるが、海外ビジネスのノ
ウハウ、ネットワーク等がないことなどにより、実
現は容易ではない

・「海外進出ビジョン・マニュアル」の作成

・プロジェクト情報の収集

・海外の発注者等とのﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ 等

海外進出支援策の実施

海外建設市場における安定的な事業の実施
は、我が国において長年にわたって蓄積され
てきた施工等に関するノウハウを熟知するとと
もに、現地の事情にも精通した優秀な人材なし
には困難だが、その確保は容易ではない

・ 帰国する在日外国人研修生等

・豊富な経験・知見を持つ海外建設事業
従事者ＯＢ

を登録・ネットワーク化

「海外人材情報プラザ」の設置
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【１２】 海外建設ホットライン～官民連携による我が国建設技術の海外展開支援～

・価格競争力の高い新興国の台頭により、海外建設工事の受注に向けた競争が激化
する中、官民連携により技術力の一層の強化を図ることが必要であるため、海外建設
プロジェクトに係る施工技術、施工管理マネジメントに関する相談窓口として『海外建
設ホットライン』を平成２１年５月に開設。相手国政府・発注機関への働きかけや、専門
家の紹介等を行っているところ。

大学・土木学会
国総研・土研等研究機関
高速道路会社等関連機関
本邦研修・留学経験者 等

相手国政府・発注機関

依頼

相手国政府・発注機関
への働きかけ

専門家の紹介

海建協 国建協

依頼

大使館
現地ＪＩＣＡ

外務本省
ＪＩＣＡ

国交省
海建協
国建協

技術的
アドバイス

問題事象の精査（原因分析等）
国内発注機関としてノウハウ活用

国土交通省

施工技術、
施工管理マネジメント
に関する課題

海外建設ホットライン

問題解決への
働きかけ

政策対話
個別技術協力等 本邦企業（建設会社・コンサルタント）
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【１２】 インフラＰＰＰ事業 ～日本ブランドによる官民協働型インフラ整備推進～

・我が国の官民が一体となって、海外におけるＰＰＰインフラ整備プロジェクトを推進し
ていくために、官民研究会（ベトナム（道路）、モンゴル（水資源））を平成２０年９月に
設置。インフラ分野の計画、整備、運営・維持・管理等に係るわが国の技術・ノウハウ
を活用しつつ、官民が適切な役割分担のもと連携し、事業の上流から下流までを一体
的に支援する「ジャパン・パッケージ」として支援していく。

道路本体
(橋梁､トンネルなど)

※都市部や山岳部等、
日本の技術力が

発揮できる地域を対象

SA/PA

交通管制

ETC等

O
&
M

公的資金(ODA等) 民間資金

建設

ベトナム国政府による
収入保証

ベトナム国政府による
収入保証

高速道路会社のノウハウの活用

官が受け持つ部分 民(高速道路会社
等)が受け持つ部分

国土交通省とベト
ナム交通運輸省の
間の政策対話等に
よるジャパンパッ
ケージの理解促進
と推進

国土交通省とベト
ナム交通運輸省の
間の政策対話等に
よるジャパンパッ
ケージの理解促進
と推進

ベトナム国への
本邦技術移転
（ITS等）

ベトナム国への
本邦技術移転
（ITS等）

STEP等の
案件形成

STEP等の
案件形成

制度構築、マスタープラン
作成等への技術協力
（専門家派遣等)

制度構築、マスタープラン
作成等への技術協力
（専門家派遣等)

O&Mマニュアル作成等への
技術協力（技プロ、専門家
派遣、研修支援等）

O&Mマニュアル作成等への
技術協力（技プロ、専門家
派遣、研修支援等）

保証・保険ツールの拡充・
強化(JBIC、NEXI等）
保証・保険ツールの拡充・
強化(JBIC、NEXI等）

高速道路会社を中核とした
技術ノウハウ移転

高速道路会社を中核とした
技術ノウハウ移転

￮ 高速道路会社＋民間資金

￮ ベトナム国現地ゼネコン、
事業運営会社等とのパー
トナーシップ形成

O&M初期期間
を含む融資

O&M初期期間
を含む融資

①政策対話

②有償協力

③技術協力

④民間のノウハウ・資金の活用

一般利用者一般利用者

施策の連携によるパッケージ支援施策の連携によるパッケージ支援

関連制度、計画、整備、維持管理
への支援策拡充

関連制度、計画、整備、維持管理
への支援策拡充

有償協力と技術有償協力と技術

協力の連携による協力の連携による
Ｏ＆Ｍ支援Ｏ＆Ｍ支援

コンサル、ゼネコンによる
ＯＤＡ事業参画の促進を通
じた技術移転

コンサル、ゼネコンによる
ＯＤＡ事業参画の促進を通
じた技術移転

料
金
支
払

道路本体
(橋梁､トンネルなど)

※都市部や山岳部等、
日本の技術力が

発揮できる地域を対象

SA/PA

交通管制

ETC等

O
&
M

公的資金(ODA等) 民間資金

建設

ベトナム国政府による
収入保証

ベトナム国政府による
収入保証

高速道路会社のノウハウの活用

官が受け持つ部分 民(高速道路会社
等)が受け持つ部分

国土交通省とベト
ナム交通運輸省の
間の政策対話等に
よるジャパンパッ
ケージの理解促進
と推進

国土交通省とベト
ナム交通運輸省の
間の政策対話等に
よるジャパンパッ
ケージの理解促進
と推進

ベトナム国への
本邦技術移転
（ITS等）

ベトナム国への
本邦技術移転
（ITS等）

STEP等の
案件形成

STEP等の
案件形成

制度構築、マスタープラン
作成等への技術協力
（専門家派遣等)

制度構築、マスタープラン
作成等への技術協力
（専門家派遣等)

O&Mマニュアル作成等への
技術協力（技プロ、専門家
派遣、研修支援等）

O&Mマニュアル作成等への
技術協力（技プロ、専門家
派遣、研修支援等）

保証・保険ツールの拡充・
強化(JBIC、NEXI等）
保証・保険ツールの拡充・
強化(JBIC、NEXI等）

高速道路会社を中核とした
技術ノウハウ移転

高速道路会社を中核とした
技術ノウハウ移転

￮ 高速道路会社＋民間資金

￮ ベトナム国現地ゼネコン、
事業運営会社等とのパー
トナーシップ形成

O&M初期期間
を含む融資

O&M初期期間
を含む融資

①政策対話

②有償協力

③技術協力

④民間のノウハウ・資金の活用

一般利用者一般利用者

施策の連携によるパッケージ支援施策の連携によるパッケージ支援

関連制度、計画、整備、維持管理
への支援策拡充

関連制度、計画、整備、維持管理
への支援策拡充

有償協力と技術有償協力と技術

協力の連携による協力の連携による
Ｏ＆Ｍ支援Ｏ＆Ｍ支援

コンサル、ゼネコンによる
ＯＤＡ事業参画の促進を通
じた技術移転

コンサル、ゼネコンによる
ＯＤＡ事業参画の促進を通
じた技術移転

料
金
支
払

「ジャパン・パッケージ」によるベトナム高速道路への支援「ジャパン・パッケージ」によるベトナム高速道路への支援

中間とりまとめ（H21.2）より
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【１３】 建設企業の資金繰りを応援する融資制度

20



【１３】 地域建設業経営強化融資制度

建設企業が公共工事発注者に対して有する工事請負代金債権について未完成部分を含め流動化を促進する等
により、建設企業の金融の円滑化を推進。

※建設企業は事業協同組合等（一定の民間事業者）、保証事
業会社のいずれかに相談（財）建設業振興基金

地域建設企業

①債権譲渡の
申請

③工事請負代金債権の譲渡

④ー３転貸融資

⑥工事代金
の支払

公共工事発注者

事業協同組合等
又は

一定の民間事業者

④－２債務保証

④ー１転貸
資金の調達

保証事業会社

⑤ー１債務保証

⑤ー２融資

金

融

機

関
相談
窓口

相談
窓口

連
携 ②債権譲渡の

承諾

※建設企業は発注者の承諾を得て事業協同組合等（一定の民
間事業者）に対する債権譲渡

※建設業振興基金の債務保証と保証事業会社の債務保証を
合わせることにより、出来高を超える部分を含め融資

21



【１３】 ファクタリング事業

制度の概要

金融機関

ファクタリング会社

（
財
）建
設
業
振
興
基
金

元請企業

下請企業等

①売掛債権
の発生

②債権譲渡の
申請・承諾

④買取資金の
借入

⑤期日前の支払

⑥下請代金の
支払い

債務保証

ファクタリング事業のスキーム図

③債権譲渡等（※）

※受取手形を買い取る場合は、①、②の手続きは不要。

○ 下請企業等が元請企業に対して有する工
事請負代金債権の流動化を図り、
下請企業等の資金調達の円滑化を図る制度
○ 工事請負代金債権の流動化手法として、
ファクタリング方式を活用
※ファクタリング：企業の保有する売掛債権を買い
取って、当該企業の資金調達の円滑化を図る

ための手法

事業実施の流れ

・元請建設企業から工事の一部を直接請け負って
いる下請企業等は、保有する工事請負代金
債権（受取手形を含む）を一定の民間事業者

（ファクタリング会社）に譲渡。
・ファクタリング会社は、下請企業等から譲渡さ
れた工事請負代金債権を買取った上で、当
該下請企業等に対して下請代金を期日前に支払

う（一定の割引を行う）。ファクタリング
会社は、当該債権を買取る資金について、

（財）建設業振興基金の債務保証を受けて金融
機関から調達。
・元請企業は、支払期日に下請代金をファクタリ
ング会社に対して支払う。

○平成２０年１１月時点において、本制度においてファクタリング会社として認められて
いるのは以下の３社。
・北保証サービス（株）
・（株）建設経営サービス
・（株）建設総合サービス

22



【１３】 緊急保証制度

※平成21年4月10日に決定された「経済危機対策」において、8,000万円を超える無担保保証
のニーズに対して、普通保険での無担保保証に柔軟な対応を行うことが追加された。

取引先等の再生手続等の申請や事業活動の制限、災害、取引金融機関の破綻等により、経営の安定
に支障を生じている中小企業者について保証限度額の別枠化等を行う制度
※経済対策に伴い、従来のセーフティネット保証制度を抜本的に見直し、拡充

１．対象となる中小企業者（抄）
・指定業種に属する事業を行っており、最近３か月間の平均売上高等が前年同期比マイナス３％以上の中小企業者

・指定業種に属する事業を行っており、製品等原価のうち20％以上を占める原油等の仕入価格が上昇しているにも
関わらず、製品等価格に転嫁できていていない中小企業者
－ 測量業
－ 建築設計業（建設コンサルタントを含む。）
－ その他の土木建築サービス業（地質調査業に限る。）

２．保証料率
概ね1％以内で、各保証協会毎及び各保証制度毎に定められている。

３．保証限度額
（一般保証限度額）

普通保証 2億円以内

無担保保証 8,000万円以内

無担保無保証人保証1,250万円以内

＋

（別枠保証限度額）

普通保証 2億円以内

無担保保証 8,000万円以内

無担保無保証人保証1,250万円以内

改正建築基準法の施行に伴い、全国的に建築関連業種に属する中小企業者の業況が悪化していることを踏まえ、建築関連中小企業
者への金融の円滑化を図るため、セーフティネット保証（５号）の対象業種として、測量業、建築設計業（建設コンサルタントを
含む）、その他の土木建築サービス業（地質調査業に限る）等を追加指定（平成１９年１１月）。

４．手続きの流れ
本店（個人事業主は主たる事業所）所在地の市町村
（又は特別区）の商工担当課等の窓口に認定申請書２
通を提出（その事実を証明する書面等があれば添付）
し、認定を受け、希望の金融機関または所在地の信用
保証協会に認定書を持参のうえ、保証付き融資を申し
込むことが必要

５．問合せ先
各都道府県等の信用保証協会
中小企業庁金融課

出典：中小企業庁ホームページ
http://www.chusho.meti.go.jp/kinyu/sefu_net_gaiyou.htm 23



【１３】 セーフティネット貸付制度

一時的に資金繰りに支障をきたしているが、中長期的には回復が見込まれる中小企業者に対し融資
を行う制度

１．概要

２．問合せ先
株式会社日本政策金融公庫 全国各店舗

資金名 融資対象者
融資限度

（特別利率適用限度）
融資期間

（据置期間）
主な利率

経営環境変化
対応資金

○一時的な売上高の減少等業況が悪
化している方、社会的な要因によ
る業況悪化により資金繰りに支障
をきたしている方

○新たに設置された「『生活対策』
中小企業金融緊急特別相談窓口」
など、特別相談窓口の対象者

中小企業事業
7億2千万円
国民生活事業
4,800万円

設備資金
15年以内
(3年以内)
運転資金
8年以内
(3年以内)

基準利率
基準利率-0.3%

金融環境変化
対応資金

○金融機関との取引状況の変化によ
り一時的に資金繰りが悪化してい
る方

○国際的な金融不安や経済環境の変
化を背景に、取引金融機関から借
入残高の減少等の取扱いを受けて
いる方

中小企業事業
3億円(別枠)
国民生活事業
4,000万円(別枠)

設備資金
15年以内
(3年以内)
運転資金
8年以内
(3年以内)

基準利率
基準利率-0.3%

取引企業倒産
対応資金

○関連企業の倒産に伴い資金繰りに
困難をきたしている方

中小企業事業
1億5,000万円(別枠)
国民生活事業
3,000万円(別枠)

運転資金
7年以内
(1年以内)

基準利率

出典：日本政策金融公庫ホームページ
http://www.jfc.go.jp/c_news/safetynet.html 24



【１４】 建設業緊急経営相談事業・ワンストップサービスセンター

○建設投資の減少、価格競争の激化、金融機関の融資姿勢の厳格化や不動産業の業況悪化等により、地域
の中小・中堅建設企業をとりまく経営環境はかつてない厳しい状況であり、建設企業が直面する複雑かつ高
度な経営課題に対応した支援体制を整備。

内 容

特別相談体制の整備特別相談体制の整備

建設業緊急相談窓口の設置

弁護士、公認会計士等の専門家を企
業に派遣し、複雑かつ高度な相談に対
応。

専門家派遣制度の創設

対応事例、ノウハウの還元

専門家の派遣要請

緊急窓口を設置し、経営分析・指導
のスキルをもつ者が、経営改善のた
めの相談等に対応。

・従来実施しているワンストップサービスセンター事業（中小企業診断士等による無料相談）の継続

・経営コンサルタントや金融機関ＯＢ、マーケティングの専門家等、建設企業の求めるニーズにあったアドバイ
ザーを追加。

ワンストップサービスセンター事業の拡充ワンストップサービスセンター事業の拡充

マニュアルの整備、セミナーの開催マニュアルの整備、セミナーの開催

経営改善マニュアルの作成

経営改善を検討している建設業者の役
に立つ、建設業における特有の事情を
踏まえたマニュアルを作成。

建設業経営革新セミナーの実施

異業種との連携等の経営革新に関する実
践的なセミナーを実施。
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【１４】 専門工事業者の経営力向上研修会

＜研修会開催実績＞
・ 開催時期 平成21年1月～2月
・ 開催場所 全国10都市（地方整備局等所在都市）
・ 研修会・経営相談会の内容
－「安心実現のための緊急総合対策・建設業法令順守ガイドライン」
－「地域建設業経営強化融資制度」
－「建設雇用改善助成金制度の活用」
－「建設業退職金共済制度の活用」
－「専門工事業者の経営力向上を目的とする調査報告・経営相談会」

＜テキストの概要＞
・ 専門工事業者の見積と原価管理の実態
－実態調査の概要、実態調査結果の概要、「施工条件・範囲リスト」・「実行予算書」を活用した好事
例、実態調査結果のまとめと課題

・ 専門工事業の経営力向上を図るための提言
－施工条件・範囲リストによる見積条件の明確化、実行予算書による原価管理、工事進行基準によ

る収益の認識、自立した積極経営に向けて

○ 「専門工事業者の経営力向上研修会テキスト」

平成１９年度に、全国の専門工事業者を対象にして、専門工事業者の見積と原価管理の実
態等を把握することを目的にヒアリング調査を実施し、当該調査等をもとに「専門工事業者の
経営力向上研修会テキスト」を作成。

○専門工事業者の経営力向上研修会

専門工事業者の経営力向上、特に原価管理の徹底による利益追求意識の醸成を目的とし
て、 「専門工事業者の経営力向上研修会テキスト」を活用した研修会を開催※

※「建設専門業の経営革新支援研修会」（(社)建設産業専門団体連合会）の中の一講演として実施
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【１５】 建設業取引緊急適正化センター（仮称）

弁護士や土木・建築の学識経験者等による適切かつ迅速なアドバイス及び解決
・取引上の苦情や下請代金不払等トラブルに関する対応
・紛争解決やトラブル防止に向けたアドバイス
・建設業法、関係法令違反に対する行政機関の紹介
・あっせん、調停、仲裁等の希望者に対する紛争審査会の紹介
・事案のうち建設業法１９条の３（原価割れ契約）に該当する事案の分析
・全国８箇所程度（当初予算の２箇所に６箇所を追加。なお、北海道、四国には支所を各１箇所設置）

建設業取引緊急適正化センター（仮称）の設置

建設業取引緊急適正化
センター（仮称）

紛争審査会等

建設業者

行政機関

苦情・トラブル相談

連
携

解決方法のアドバイス等

Ⅰ．成長力底上げ戦略推進（基本構想）（H19.2） 官邸
Ⅱ．経済財政改革の基本方針2007（H19.6 閣議決定）
Ⅲ．経済財政改革の基本方針2008（H20.6 閣議決定）

政府全体としても下請取引の適正化を重点課題
元請下請関係の適正化により、中小建
設業者の生産性を向上させ中小建設業
者全体の底上げを図る
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【１６】 駆け込みホットライン

◆違反情報収集体制の強化
・各地方整備局等に設置された「建設業法令遵守推進本部」に通報窓口として開設
・通報された情報に対し必要に応じて立入検査・報告徴収を実施
・法令に違反する行為があれば監督処分等により厳正に対応
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【１７】 建設業法令遵守ガイドライン

策定の趣旨

元請負人と下請負人との関係に関して、どのような行為が建設業法に違反するか具体的に示すことにより、
法律の不知による法令違反行為を防ぎ、元請負人と下請負人との対等な関係の構築及び公正かつ透明な取
引の実現を図ることを目的として策定

ガイドラインの内容

（１）建設業法の下請取引における取引の流れに沿った形で、見積り条件の提示、契約締結といった以下の
10項目について、留意すべき建設業法上の規定を解説し、建設業法に抵触するおそれのある行為事例
を提示

１． 見積もり条件の提示 ６． やり直し工事
２． 書面による契約締結 ７． 赤伝処理
３． 不当に低い請負代金 ８． 支払保留
４． 措置発注 ９． 長期手形
５． 不当な使用材料等の購入強制 １０． 帳簿の備付け及び保存

（２）関連法令の解説として、以下の内容を掲載

・独占禁止法との関係について
・社会保険・労働保険について

（３）建設業の下請取引に関し留意すべき以下の関連条文等を掲載

・建設業法
・建設工事標準下請契約約款
・私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律
・建設業の下請け取引に関する不公正な取引方法の認定基準
・建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 29



【１８】 建設関連業者のネガティブ情報（過去の処分歴など）の公開

「国土交通省ネガティブ情報等検索サイト」

国土交通省及び地方支分部局のホームページに点在する事業者の過去の処分歴等の「ネガティブ情報」を
一元的に集約したポータルサイト

１．公開対象情報

・ 全ての行政処分

・ 個別の事業者に対する社会的影響の

大きな行政指導

・ 道路運送車両法違反に係る刑事告発

・ 国土交通省直轄公共工事の指名停止

２．対象事業分野（20分野）

・ 建設業者

・ 測量業者

・ 建設コンサルタント

・ 地質調査業者

・ 不動産鑑定士

・ 宅地建物取引業者 等
URL: http://www.mlit.go.jp/negative/negative.html

30


